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地球温暖化対策の推進に関する法律の改正（2021改正、2022施行）

「2050年までの脱炭素社会の実現」を基本理念として法律に位置づけ

地球温暖化対策の国際的枠組み「パリ協定」の目標や
｢2050年カーボンニュートラル宣言｣を基本理念として
法に位置付け

地域の求める方針（環境配慮･地域貢献など）に適合す
る再生可能エネルギー活用事業（地域脱炭素化促進事
業）を市町村が認定する制度（地域脱炭素化促進制
度）の導入により、円滑な合意形成を促進

企業からの温室効果ガス排出量報告を原則デジタル化
開示請求を不要にし､公表までの期間を現在の｢2年｣か
ら｢1年未満｣へ

出典：環境省資料を元に岡山県作成
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背景

 近年の地球温暖化の原因は、人為的な温室効果ガスの排出が原因とされており、温室効
果ガスを排出する化石燃料由来のエネルギーから、太陽光、風力等の再生可能エネル
ギーへの転換が必要となっている。

 再生可能エネルギーの導入を拡大していくためには、地域経済の活性化や災害に強い地
域づくりなど、地域に貢献する形での導入が重要となる。一方で、地域における合意形
成や環境配慮が不十分なまま導入が進み、トラブルになる事例も見られる。

 このような状況を踏まえ、地球温暖化対策の推進に関する法律が改正され、地域の環境
保全や地域の課題解決に貢献する再エネを活用した「地域脱炭素化促進事業」を推進す
る仕組み（地域脱炭素化促進事業制度）が創設された。

大雨により、法面の崩壊が発生。 法面保護工
が崩れて流出した。

出典：地上設置型太陽光発電システムの設計ガイドライン
2019年版（NEDO）

迷惑施設と捉えられる例地域に貢献する例

複数の関連事業者が連携し地域協議会を立ち上げ、発電用燃料購入費の内から、山元への
利益還元の仕組み構築

出典：第４回地域社会における持続的な再エネ導入に関する情報連絡会 資料４
2019年12月 資源エネルギー庁
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地域資源で再生可能エネルギーの導入を進めるエリ
アを関係者で構成する協議会で議論し、決定

地域脱炭素化促進事業制度

 自然環境や地域社会への影響が少ないエリアを、再生可能エネルギーの導入を促進する
区域（促進区域）として市町村が設定し、促進区域内で行う再生可能エネルギー活用事
業計画を市町村が認定する制度。

 認定事業は、許認可手続き等のワンストップや環境省の補助事業の優先採択といった優
遇措置がある。

 市町村が促進区域を設定する際には、国や県の基準を踏まえる必要がある。

環境保全等に関する情報

再エネのポテンシャル

その他

国・県 市町村が促進区域を決める際の基準を設定

市町村

事業者 再エネ活用事業の計画
を検討

促進区域を決定

市町村
が認定

• 事業の予見可能性が
向上

• 協議会の活用等によ
り、地域との合意形
成がスムーズに

地域脱炭素
化促進事業

出典：環境省資料を元に岡山県作成
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地域脱炭素化促進事業

 地域脱炭素化促進事業とは、再生可能エネルギー発電施設（地域脱炭素化促進施設）の
設置等を通じ、地域の環境保全や地域の経済・社会の持続的発展に資する事業をいう。

 下記のA～Dの４つの要素（取組）から構成される。
 事業者が作成した再生可能エネルギー活用事業の計画が、市町村の地球温暖化対策の実

行計画に適合しているなどの要件に該当する場合、地域脱炭素化促進事業として市町村
から認定される。

出典：地域脱炭素を推進するための地方公共団体実行計画制度等に関する検討会（第１回）
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地域脱炭素化促進事業になり得る事業例①

出典：地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第３版）2023.3環境省
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地域脱炭素化促進事業になり得る事業例②

出典：地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第３版）2023.3環境省
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（参考）市町村における促進区域抽出のイメージ①

出典：地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第３版）2023.3環境省

広域ゾーニング型
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（参考）市町村における促進区域抽出のイメージ②

出典：地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第３版）2023.3環境省
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（参考）市町村における促進区域抽出のイメージ③

出典：地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第３版）2023.3環境省
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（参考）地域脱炭素化促進事業制度活用のメリット

その他、環境省補助事業の優先採択、加点措置や、総務省、経済産業省の事業における優遇措
置といったインセンティブがある。
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/re_energy/re_energy_01.pdf

出典：地域脱炭素を推進するための地方公共団体実行計画制度等に関する検討会（第１回）

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/re_energy/re_energy_01.pdf
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都道府県の策定する基準について①

基準は県の地球温暖化対
策実行計画の一部として
定める。

促進区域は市町村の地球
温暖化対策に関する実行
計画の一部として定める。
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都道府県の策定する基準について②

以下の内容について、再生可能エネルギー発電施設等の種類ごとに定める。
※例は太陽光発電施設の場合

（１）促進区域に含めない区域
例）県の自然保護条例に基づく自然環境保全区域等

（２）市町村が促進区域を定めるに当たって考慮すべき事項
例）騒音による生活環境への影響

①市町村が収集すべき情報及びその収集方法
例）住宅の分布状況

②環境の保全への適正な配慮を確保するための考え方
例）パワーコンディショナの騒音に対する防音対策
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（参考）国の基準

出典：環境省 地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第３版）
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（参考）都道府県の基準の例①

基準は再エネ施設の種類毎に定める。

出典：環境省 地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第３版）
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（参考）都道府県の基準の例②

出典：環境省 地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第３版）

※：EADAS:環境アセスメントデータベース

※
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（参考）市町村の促進区域の設定状況

出典：地域脱炭素を推進するための地方公共団体実行計画制度等に関する検討会（第１回）


